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　介護保険法が施行 され、改正 によ り居宅
サービス、施設サービスに加え、新たに地域
密着型サービスがで き、その中に小規模多機




































































てお り、 コーディネイ トをするケアマネー
ジャーは自分の所属する法人の在宅サービス
の事業収益 を上げる傾向があつた。一方、待
機者のある事業所には理念があ り、独 自の事
業運営をしていた。また、地方で競合する事
業所がないところでは、小規模多機能型居宅
介護事業にもすでに待機者がいた。
　上記の分析結果から、小規模多機能型居宅
介護に待機者を生みだすまでの経営 をするた
めには、マネジメン ト面では管理スキルの一
層のアップ、制度面ではグループホームの併
設などの戦略的対応が求められていることが
わかった。加えて、小規模多機能型居宅介護
が競争社会のなかで再設計 された事業である
という基本原則を再認識する必要が明 らかに
された。
